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 続いて第 2 章｢雲仙･普賢岳噴火災害における上木場復興の経緯｣では、本論文の検討対象であ
る、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地=上木場地区の、被災から復興の経緯を概観した。雲仙･
普賢岳噴火災害は一つ一様の災害ではなく、長期的な時間軸の中で、複数地点で多様な展開を見
せる長期的複合災害(被災 4 地区類型において同時並行的に 4 つのタイムラインが走る)である。 
 そして第 3 章｢直接被災地=上木場の組織活動の展開：復興課程分析｣で、その中の一つ、上木






 今に至るまで･そして永遠に、住み戻ることの叶わない被災生活。本章では 1991 年 6 月の警





















 本論文の知見は以下の 8 点に要約できる。 
(1) 生活再建を対象として実証的実践的に企画･実施された社会学的な研究が、米国災害社会学
の照会･輸入に先立ち、あるいはこれと時期的に並行して、日本には分厚く蓄積されていること
を、本研究では特に指摘して再評価した。 
(2) ｢復興｣を公共土木事業(復興都市計画事業など)の竣工過程としてのみとらえるのではなく、そこ
に生活を賭ける被災者の生活再建模索過(課)程としてとらえて再検討することで、作為阻止型･
要求型住民運動とは異なる、復興に向けた協調的な組織活動の実相が把握された。 
(3) 上木場復興実行委員会の組織活動を詳細に再構成するところから、上木場スタイルが抽出
された。それは具体的には、①地区住民の総意を担保した民主的組織の創設、②復興に向けたス
ローガンの設定(｢古里｣での｢生活再建｣)、③科学的調査の実施、④データに基づく要望書の作成、⑤
組織交渉としての文書授受スタイルの徹底、⑥詳細な活動記録、⑦知見･成果のとりまとめと伝
播、である。この①～⑤が状況に即して繰り返されて、⑥それが緻密な記録として残され、⑦そ
うした記録が後の被災地に伝えられて修得された。 
(4) 上木場では外部資源(専門ボランティア)を取り込み援用して、マルチステークホルダーで復興
体制を組み上げた。上木場スタイルの対行政組織交渉では、したがって、対決型ではなく協調型
の、ともに復興の光明･道筋を探るスタンスの協働がおこなわれて、市町役場もステークホルダ
ーの一角に位置づけられた。 
(5) こうしたスタイル･戦略がありうることが、いくつかの被災地区復興に携わった社会(工)学
的研究実践者によって敷衍されて、学会の研究実践活動として蓄積をみている(地域安全学会、日本
災害復興学会、日本災害情報学会、地区防災計画学会)。 
(6) 社会学領域においては、地域社会学的公共性論の理論的検討の展開を受けて、これの具体
的実証例が求められているところで、上木場スタイルはその一例として示された。地域社会学的
公共性論の言説を敷衍して、グラスルーツの、地区住民サイドから組み上げていく諸事業、例え
ば安中三角地帯嵩上事業などがそれに該当するが、それが示されてそこから公共性を読みとり、
｢地区住民が組み上げる公共事業｣(お上が投下する公共事業ではなく)が析出された。 
(7) 社会調査、方法論的検討の視角をずらすことで見えてくる復興の実相があること((2)から)が
わかった。しかしながら、そうして把握しうる現象にいかに対峙するかという、対象への介入に
位相については、社会学的調査論ではある一線を踏み越える議論として、また、研究教育実践上
の難しさがある。本研究ではアクションリサーチを照会したが、これは臨床心理学領域でカウン
セリングを学び教える課程ではありうる(研究･教育)方法論であるが、これが地域社会学の現地調
査実習での履修学生への指導内容としては、調査(教育)方法としては確立していない。 
(8) こうしたことを含めて、本論文の知見とともに把握された研究の限界と課題は以下のとお
り。 
まず、具体的な復興事例を、個々の被災者の生活再建のモノグラフとして詳述するに至ってい
ない。個々の復興主体のプライバシーに関わる内容を扱わなければならなかったことから、人の
代わりに地区を採って、地区復興の成果として、これを組織を主格にした活動の展開･成果獲得
のプロセスとして描くにとどまった。そこで、上木場地区復興の検討対象時期を、上木場復興実
行委員会の組織活動の終焉(同組織の解散)までとした。しかしながら実際は、個々の世帯は手にし
た各種補償金等を組み上げ駆使して、住宅再建をはじめ生業転換を含めた生活再建に取り組んで
きている。手許には個別ヒヤリングで得たかなりに詳細な個別世帯の生活再建事情が、金銭デー
タなどとともに控えてあるが、これはまだ活字にして世に問う許可は取り付けていない。同様の
事情が筆者の研究者周辺にも散見されるが、例えば｢車座トーク｣などで、その場限りでご本人を
含む関係者間でのみで閲覧されるにとどまっている。最大限披瀝したものとしては、『雲仙･普
賢岳噴火災害を体験して』の中で、損害保険金獲得のノウハウが記されたにとどまる。 
 したがって、こうした生活再建の詳細･道筋が、既往研究とそこから精査のうえ組み上げられ
た筆者自身の調査項目群として、正しく例示されているとは言えない。関東大震災･｢震災調査報
告｣、ヒロシマ･被爆者生活再構造化過程研究、酒田大火･生活復旧曲線、などで使用された測定
項目を拾い･組み上げて、上木場被災者の生活再建過
．
程をまずは詳細に再構成すべきである。本
研究では一部、元･上木場復興実行委員会代表･山下一郎氏の住宅再建過
．
程が紹介されたにとどま
る。 
 同様に、上木場から安中に復興スタイルが伝播したことについて、その具体的詳細なプロセス
と項目が記されていない。南･北上木場町内会は島原市内･6 小学校区の一つとしての安中地区に
包摂されることから、概括すると同地区住民ということになるが、現実的な近隣関係においては、
水無川上流･下流の異同から生活上のエリア認識としては別地区である。しかしながら、この度
の危機に際しては特別に協働して、上木場が先導して、安中地区住民の一員として、そのノウハ
ウ･知見を積極的に伝えていった。論文中では、復興コンサルタントを介したメニューの伝播と
してのみ記すにとどまった。 
 こうした現地調査内容の厳密な披瀝という点に、本論文の構造的限界が見られる。今少しの時
間をかけて、これを顕していく方途を探るつもりである。 
 さて、本研究の最大の限界･課題は、本要旨｢本研究の目的｣の冒頭に記した、｢地域社会学的検
討｣の深さ･精確さとその斬新さの点であろう。こうした事例の紹介によって、社会学あるいは地
域社会学領域の理論的検討にいかほどの貢献をなし得たのか、という点である。 
 本研究では、地区復興課程の取り組みを例示した。社会学領域ではこれまでにも、社会変動へ
の主体的参画の醸成に臨む研究が重ねられてきていているが、東日本大震災以降は、こうした社
会変革の主体性論が、防災対策パラダイム転換という大きな課題設定と共に、公論形成の場、公
共圏の布置のあり方として論じられている。地区復興課程の履歴とスタイルの伝播を基礎に据え
た防災社会構築への取り組みの数々を、こうした(事前)復興に向けた既存の防災対策パラダイム
の転換の事例として、社会学的に抽象的に検討を加えていくことを、本研究のすぐ次の課題に位
置づけたい。 
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